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STEP１-１ 基本情報
組合コード 57555
組合名称 愛鉄連健康保険組合
形態 総合
業種 機械器具製造業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

40,500名
男性75.3%

（平均年齢42.8歳）*
女性24.7%

（平均年齢40.1歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 66,600名 -名 -名
適用事業所数 582ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

582ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

98.4‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 1 - - - -
保健師等 5 0 - - - -

事業主 産業医 0 0 - - - -
保健師等 5 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 22,478 ∕ 27,370 ＝ 82.1 ％
被保険者 19,253 ∕ 20,298 ＝ 94.9 ％
被扶養者 3,225 ∕ 7,072 ＝ 45.6 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 2,529 ∕ 4,494 ＝ 56.3 ％
被保険者 2,392 ∕ 4,216 ＝ 56.7 ％
被扶養者 137 ∕ 278 ＝ 49.3 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 30,935 764 - - - -
特定保健指導事業費 64,897 1,602 - - - -
保健指導宣伝費 99,498 2,457 - - - -
疾病予防費 702,780 17,353 - - - -
体育奨励費 0 0 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 1,700 42 - - - -
　
小計　…a 899,810 22,218 0 - 0 -
経常支出合計　…b 20,788,743 513,302 - - - -
a/b×100 （%） 4.33 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

40 20 0 20 40
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 323人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 2,364

人 25〜29 3,394
人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 3,371
人 35〜39 3,519

人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 3,510
人 45〜49 3,839

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 3,909
人 55〜59 2,990

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 2,107
人 65〜69 1,075

人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 502人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 149人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 1,242

人 25〜29 1,409
人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 1,248
人 35〜39 974人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 911人 45〜49 1,159
人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 1,137
人 55〜59 804人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 551人 65〜69 219人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 130人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 1,731

人 5〜9 2,138
人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 2,260
人 15〜19 2,149

人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人

20〜24 1,022
人 25〜29 121人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 52人 35〜39 41人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 31人 45〜49 20人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 19人 55〜59 18人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 59人 65〜69 34人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 49人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 1,699

人 5〜9 1,985
人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 2,252
人 15〜19 2,077

人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 999人 25〜29 478人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 879人 35〜39 1,203

人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 1,310
人 45〜49 1,548

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 1,448
人 55〜59 1,224

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 1,031
人 65〜69 568人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人

70〜74 414人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴 被保険者は、男性が３分の２を占める。男性、女性ともに40代後半から50代前半が人数が多い。また、男性は被保険者がほとんどの割合を占めており、女性は
被扶養者が多い。適用事業所が多く、保健事業を浸透させることが容易ではない。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
・各保健事業については、毎年１０月に保健事業に関するアンケートを通じ、評価を受けている。平成22年度に、大幅に事業見直しを行い、健診や保健指導等の疾病予防に特化した事業展開を行う方針を固めた。
・各事業は、データ分析を根拠に展開しているが、より適正な事業評価を行っていく必要がある→ＰＤＣＡの徹底。
・加入事業所に対する、見える化、情報発信力も当組合は弱い部分と考えている。
・事業主で行っている取組については、漠然と把握しているだけに留まっており、事業名や目的、概要等の詳細把握はしていません。データヘルス計画では、事業所訪問を通じきちんと把握していくこととしています。

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　コラボヘルス推進事業
　保健指導宣伝 　「健康白書」の配付
　保健指導宣伝 　健康宣言事業
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　個人向け健康情報ポータルサイト「Pep Up」
　保健指導宣伝 　健康課題に関するポスター配付
　保健指導宣伝 　医療費のお知らせ
　保健指導宣伝 　ジェネリック通知
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診(被保険者)
　特定健康診査事業 　特定健診(被扶養者)
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　愛・健康サポート事業[Step4]受診勧奨
　保健指導宣伝 　糖尿病性腎症等の重症化予防
　保健指導宣伝 　前期高齢者健康支援（アクティブエイジングチャレンジ）
　保健指導宣伝 　家族で取り組むかぜ・むし歯予防キャンペーン
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　禁煙お助け事業
　保健指導宣伝 　健康ウォーク
　保健指導宣伝 　新入社員向け社会保険概要説明
　保健指導宣伝 　愛けんぽファミリー健康相談
　保健指導宣伝 　ａｉヘルスアップポイント事業
　保健指導宣伝 　健康づくりセミナー
　保健指導宣伝 　体力チェック
　疾病予防 　愛・健康サポート事業[Step1]巡回事業所健診
　疾病予防 　愛・健康サポート事業[Step2]健康支援
　疾病予防 　人間ドック、脳健診及びがん健診
　疾病予防 　共同巡回健診
　疾病予防 　歯科健診
　疾病予防 　疾病予防薬の無償配付
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　予算措置なし 　特定健診データの保険者間の連携
事業主の取組
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
保
健
指
導
宣
伝

1,2,4,
5,6

コラボヘルス
推進事業

事業所における健康機運の醸成。従業員の健康に対する事業主の関心
度向上、被保険者自身の健康への意識啓発。受診勧奨対象者の医療機
関受診率を向上。

全て 男女
16
〜
74

加入者
全員 - 年間を通して随時実施。

健康経営の普及により、従業員の健康
管理に前向きな事業所が増えている。
引き続き、事業所訪問を積極的に実施
することで、事業所とのコラボヘルス
を推進する。

中小規模事業所では、担当者が忙しく
やりたくてもやれない状況にある。健
康づくり活動も事業所によって温度差
がある。従業員まで浸透するには時間
が必要。

-

1 「健康白書」
の配付 事業所における健康意識の向上と健康づくり活動を推進する。 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 - 年間を通して随時実施。

同規模事業所内での「血圧」・「禁煙
」・「メタボ」の他、血液検査項目の
ランキングや事業所における収支状況
等が掲載されているため、事業主・担
当者に興味を持ってもらえる。

健康づくり活動への温度差があり、関
心がない事業所がある。 -

1 健康宣言事業 「健康宣言」実施事業所の増加。「健康経営優良法人」認定事業所の
増加。 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 - 年間を通して随時実施。

国策として、健康経営の推進を図って
いるので、事業所も興味を持ってくれ
ている。また、健保組合としても保健
事業が健康宣言の取り組み項目とマッ
チするので、推進しやすい。

事業所規模が小さいところは健康経営
まで手が回らない現状がある。また、
比較的規模が大きい事業所でも、健康
経営に対して温度差があり、事業所訪
問やセミナーの実施など地道な広報が
必要であると思われる。

-

加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2,3,5
個人向け健康
情報ポータル
サイト「Pep U
p」

「Pep Up」の利用を通じて、ヘルスリテラシーの向上を目指す。 全て 男女
16
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
- 年間を通して随時実施。

個人向け健康情報ポータルサイト「Pep
Up」は、健診結果の閲覧や日々の記録
（体重、歩数等）、健康イベントの開
催など、健康意識の啓発に役立つ。

そもそも個人向け健康情報ポータルサ
イト「Pep Up」の登録率が低い。 -

2
健康課題に関
するポスター
配付

個人の意識変容・行動変容につながるよう、ポスターを事業所内に掲
示し、繰り返し目にすることで啓発を図る。 全て 男女

16
〜
74

被保険
者 - 隔年で実施。（次回、令和６年度）

組合の健康課題（血圧・喫煙・メタボ
）に関するポスターをシールにして作
成しているため、壁や食堂のテーブル
に掲示できる。

関心が低い事業所には掲示してもらえ
ていない。 -

2 医療費のお知
らせ 医療機関等からの医療費請求の確認。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 - 個人向け健康情報ポータルサイト「Pep

Up」で、毎月実施。 毎月、確認できる。 個人向け健康情報ポータルサイト「Pep
Up」の登録率が、低い。 -

7 ジェネリック
通知

ジェネリック医薬品への切り替えによって、患者の自己負担額を減ら
す。→将来医療費の抑制 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 - 毎年１月に対象者の自宅宛てに発送。 ジェネリック医薬品に関する情報提供

と利用促進シールを同封している。

医師のジェネリック医薬品に対する理
解不足。定期的な広報も必要であるが
、ジェネリック医薬品の普及は、医師
、薬剤師が大きなカギとなるので、制
度的な対策が必要であると思われる。

-

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診(被保
険者)

健診を受診することで、生活習慣病等の早期発見、早期受診につなげ
る。また、国から示された特定健診実施率に関する目標値（85%）の
達成を目指す。

全て 男女
40
〜
74

被保険
者 - 年間を通して随時実施。

愛・健康サポート事業の[STEP1]巡回事
業所健診では、愛知県内を10以上の地
区に分け、地区ごとで健診機関と契約
を行っている。⇒1地区1健診機関制
この仕組みのおかげで、健診データは
愛鉄連の統一フォーマット様式で全健
診機関から提出される。

規模が10人未満の事業所では、毎年健
診を受診する風土がない。個人で受診
していても結果の報告がない。

-

3 特定健診(被扶
養者)

健診を受診することで、生活習慣病等の早期発見、早期受診につなげ
る。また、国から示された特定健診実施率に関する目標値（85%）の
達成を目指す。

全て 男女
40
〜
74

被扶養
者 - 年間を通して随時実施。

被扶養者の特定健診受診者のほとんど
は、共同巡回健診を受診しており、共
同巡回健診は事業として有益である。
健診未受診者に、繰り返し督促を行う
ことで、徐々にではあるが、健診受診
率は向上している。

共同巡回健診の受診率を伸ばすことが
、被扶養者の特定健診受診率向上につ
ながる。健診の重要性の理解不足。女
性配偶者の健診に対するコスト問題。
隔年受診。受診機会の拡大、利便性向
上。

-

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
特定保健指導を通して、対象者の生活習慣の改善を図る。また、国か
ら示された特定保健指導の実施率に関する目標値は30%だが、当組合
は45%を目指す。

全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 - 年間を通して随時実施。

愛・健康サポート事業の[Step2]保健指
導の枠組みで実施している。健診機関
は愛鉄連との契約で、特定保健指導を
必ず実施しなければならないことにな
っている。利用しない事業所があれば
、健診機関から愛鉄連へ連絡が入るこ
とになっており、その場合は健保から
事業所へ訪問や電話を通じて協力要請
を行っている。
また、実施率が低い事業所に役職員が
訪問し、制度や特定保健指導の意義を
説明している。

製造業のため、ライン作業が多く、職
場離脱が問題となっている。人間ドッ
ク等で同日実施できない健診機関も多
い。一部の事業所において、制度に対
する認識不足がある。

-

保
健
指
導
宣
伝

3,4,6
愛・健康サポ
ート事業[Step
4]受診勧奨

健診後の医療機関受診勧奨成功率の向上と生活習慣病の重症化予防 全て 男女
16
〜
74

基準該
当者 - 年間を通して随時実施。（健診後、６

か月後のタイミングで実施）

契約健診機関から組合指定のフォーマ
ットを受領するので、対象者の抽出が
スムーズに実施できる。当組合で対象
者抽出から、レセプト確認を行うシス
テムを内製している。レセプト確認は
、目視により確認して、受診有無を判
断するノウハウも蓄積されているため
、純粋な未受診者に対して、受診勧奨
が実施できている。
また、未受診状況によって、手紙・電
話・面談と受診勧奨方法を変えており
、重症度が高い対象者に効果的な受診
勧奨ができている。コラボヘルス・ワ
ン（重症化予防の協働事業）に参加し
ている事業所は、対象者の受診状況を
確認することができる。役職員の事業
所訪問により、コラボヘルス・ワンへ
の参加事業所が増加している。

コラボヘルス・ワンの参加事業所をさ
らに増やしていかなければならない。 -

2,4,5,
6

糖尿病性腎症
等の重症化予
防

脳血管疾患、虚血性心疾患の既往者と糖尿病等の重症化を予防する。
（人工透析に移行する患者を減らす） 全て 男女

16
〜
74

基準該
当者 -

年間を通して随時実施。（愛・健康サ
ポート事業[Step4]受診勧奨と合わせて
実施）

健診後、６か月のタイミングで対象者
を抽出して、面談を実施している。（
コラボヘルス・ワン参加事業所）

コラボヘルス・ワンの参加事業所をさ
らに増やしていかなければならない。 -

2,5,6
前期高齢者健
康支援（アク
ティブエイジ
ングチャレン
ジ）

ロコモティブシンドロームを予防し、自立して健康に暮らせる「健康
寿命」の延伸を目指す。キャンペーンや健康イベントを通して日ごろ
の健康状態を把握して生活習慣病や認知症を予防することにより、将
来医療費の減少を図り、納付金の抑制をにつなげる。

全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 - 毎年11月（1か月間）に実施。

ロコモ・フレイル対策として、運動、
食事に関する項目をキャンペーン期間
に取り組んでもらう。多くの方に参加
してもらえるようキャンペーン対象者
の自宅宛てに案内を直送する。キャン
ペーン参加者には、記念品としてクオ
カードをプレゼントしている。

参加者が少ない。引き続き事業を行う
ことで、キャンペーンに意図を浸透さ
せる。

-

2,5,6
家族で取り組
むかぜ・むし
歯予防キャン
ペーン

乳幼児医療制度の周知および呼吸器系疾患予防の手洗いうがい・歯み
がきの習慣化。 全て 男女

0
〜
6

被扶養
者 - 毎年10月〜12月（1か月間）に実施。

未就学児が大好きなシール貼りを手洗
い・うがい・歯磨きに結び付けること
で習慣づけを図るキャンペーンを展開
。カレンダーやシールにオリジナルキ
ャラクターを取り入れ、毎年デザイン
を変更している。歯ブラシやつよい子
賞などインセンティブの仕組みも取り
入れている。事業所経由ではなく、女
性配偶者に届けるため個人宅へ発送し
ている。エントリーハガキにはバーコ
ードが印字されているため、住所や氏
名などの個人情報を記入する必要がな
く、好きな歯ブラシを選んでポストへ
投函するするかスマートフォンからエ
ントリーできる。

参加者アンケートから満足度の高い事
業であるが、ここ数年は参加世帯率が3
0%台で横ばいとなっており、一般的に
健康に関心がある人々の割合30%の層
が、そのまま参加世帯になっていると
思われる。30%の壁をどう突破するか
が課題である。キャンペーン自体は、
参加者アンケートでも満足度の高い事
業であるが、参加率の増加に向けて、
より一層の工夫が必要である。

-

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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2,5 機関誌発行 「けんぽだより」・「愛・けんぽ」を通して、法改正や保健事業の案
内、健康情報等を広報する。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 -

けんぽだより：全事業所（年4回　季刊
）愛・けんぽ：全被保険者（年2回　春
秋）

「けんぽだより」は、法改正や事務の
手続き等タイムリーに情報提供をして
いる。また、事業所における健康づく
りを取材し、他社の参考となっている
。「愛・けんぽ」は、被保険者に保健
事業や健保の考え方、財政状況を伝え
ている。事業所担当者から、被保険者
に配付をしてもらっている。

「けんぽだより」は、業者に委託して
制作。カラーで見やすくなっているが
、文字が多いため、読んでもらえるた
めの工夫が必要である。「愛・けんぽ
」が、会社のゴミ箱に捨てられている
ケースがある。文字数の削減やデザイ
ンなど読ませる工夫がさらに必要。

-

1,2,5 禁煙お助け事
業

禁煙をしたい人へ禁煙パッチ、ガムなどの禁煙補助剤の購入費用の補
助や通信タイプの禁煙プログラムの費用補助を通して禁煙サポートを
実施する。「禁煙セミナー」を通じて、事業主と喫煙者に対して受動
喫煙防止に対する意識付けを行う。

全て 男女 20
〜
74

加入者
全員 - 年間を通して随時実施。 受動喫煙対策として、禁煙に関するセ

ミナーの需要は高い。

禁煙成功はきっかけと本人の意思によ
るところが大きいため、ここ数年は利
用者がいないのが現状である。ただ、
事業所における禁煙セミナーの需要は
あるので、セミナーの補完的事業とし
て継続することが必要である。

-

2,8 健康ウォーク ウォーキングの習慣付けを行い、生活習慣病の予防や心身のリフレッ
シュ等健康増進に役立てる。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 - 毎年5月と11月に実施。

５月は、テーマパークで実施。入場料
の補助と参加者にプレゼントを進呈し
ている。
11月は、個人向け健康情報ポータルサ
イト「Pep Up」で1か月間のウォーキ
ングラリーを実施。個人とチームでの
参加を受け付けており、参加賞とチー
ム順位賞を進展している。

すでに、ウォーキング習慣がついてい
る人が参加する傾向にあるので、そう
ではない人をどのように参加させるか
が課題である。

-

2,5,6
新入社員向け
社会保険概要
説明

新入社員に対する社会保険の仕組みを周知。また、希望する事業所に
は保健師による健康講話を実施することにより、若年層の健康意識の
啓発を図る。

全て 男女
16
〜
74

被保険
者 - 毎年、３月〜4月に実施。

新入社員向けの研修を行う際に、社会
保険の説明をする事務職員が不足して
いるため、研修プログラムの1コマとし
ての需要がある。事業所の希望が集中
する時期には、ウェビナーで開催する
ことで、多くの事業所に参加してもら
える。

なし -

2,6
愛けんぽファ
ミリー健康相
談

加入員の健康相談窓口。緊急性のない時間外受診の抑制。 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 - 年間を通して随時実施。 通話料・相談料無料・匿名可　24時間

年中無休の健康相談。

事業が周知されていないので、定期的
な広報が必要である。
初めて利用するまでに抵抗感のある人
がいると思われる。毎年、利用件数は
減少傾向にある。

-

8
ａｉヘルスア
ップポイント
事業

家族の健診受診率を向上させることにより、特定健診実施率の目標値
達成を目指す。また、「Pep Up」の登録を推進する。 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 - 年間を通して随時実施。

達成状況に応じてポイントを付与して
おり、医薬品や事務用品に交換できる
。

事業の認知度が高くないため、利用率
は低い。 -

2,5,6 健康づくりセ
ミナー

健康セミナー（対面・動画）を実施することで、参加者の生活習慣、
運動習慣など健康意識を啓発し、生活習慣病を予防する。 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員,定
年退職
予定者

- 年間を通して随時実施。
健康経営を実践する機運が高まってい
るため、セミナーに関する希望も増え
ている。

事業所ごとで健康づくりに対しての温
度差がある。とくに、当組合では、従
業員50人未満の事業所が多いので、な
かなかセミナーの開催希望がない。

-

5 体力チェック
労働者の高齢化で転倒による医療費（筋骨格系や結合組織）の増加を
抑制する。また、自身の体力を把握することで、運動習慣をつけるこ
とを期待する。

全て 男女
16
〜
74

被保険
者 - 年間を通して随時実施。

事業所の希望に応じて、健診と同時や
イベントとして開催している。自身の
体力を把握することで、運動意識の啓
発が目的であるが、参加者同士のコミ
ュニケーションの促進という効果も出
ている。

参加者事業所が少ない。 -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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疾
病
予
防

3
愛・健康サポ
ート事業[Step
1]巡回事業所
健診

生活習慣病予防健診の受診率向上と早期発見。 全て 男女
16
〜
74

被保険
者 - 年間を通して随時実施。

1地区1健診機関制としているため、契
約健診機関は、担当の地区の事業所に
対して、健診を実施するように働きか
ける。10人未満の事業所にも巡回バス
が可能な限り、出向く。健診内容の変
更時、契約健診機関と打ち合わせをす
るだけである程度の対応をとることが
できる。当組合専用の健診ファイルレ
イアウトCSVで全契約健診機関から健診
データを入手できるため、その後の受
診勧奨に役立てる。

規模が10人未満の事業所では、毎年健
診を受診する風土がない可能性あり。(
愛・健康サポート事業の周知不足)

-

2,4,6
愛・健康サポ
ート事業[Step
2]健康支援

若年者や特定保健指導に該当しない有所見者に生活習慣改善のための
面談指導を実施することで、生活習慣を改善し生活習慣病を予防する
。

全て 男女
16
〜
74

被保険
者 - 年間を通して随時実施。

1地区1健診機関制としているため、契
約健診機関は、担当の地区の事業所に
対して、特定保健指導と合わせて、一
般保健指導を実施するように働きかけ
る。おもに、39歳以下の保健指導とし
て利用する。今後、若年者メタボ対策
として、期待する。

就業時間内に行うため、また製造業で
はライン作業が多いため、職場離脱が
問題となる。5分程度で終わってしまう
ケースも少なくない。

-

3
人間ドック、
脳健診及びが
ん健診

生活習慣病予防健診、がん健診の受診率向上と早期発見。 全て 男女
30
〜
74

加入者
全員 - 年間を通して随時実施。

加入員は、ほとんどが愛知県内に住ん
でいるが、愛知県内の契約健診機関数
は80機関を超えているため、受診しや
すい。当組合が申請に基づき人間ドッ
クおよびがん健診利用通知書を発行し
ているため、契約健診機関であれば、
受診者は自己負担を窓口で支払うだけ
で済む。

愛知県内でも東三河は健診機関自体少
ないため、契約数も少ない。（愛知県
以外の県も少ない）加入員の利便さは
厳密に言えば公平ではない。

-

3 共同巡回健診
女性対象者は30歳以上とし、特定健診の対象となる前から健診の受診
を習慣づけ、早期発見につなげる。（男性対象者は40歳以上）
対象者自宅あてに案内を送付することで受診率向上を図る。

全て 男女
30
〜
74

加入者
全員 - 毎年、７月〜翌年２月で実施。

会場数が多く、対象者が住んでいる近
くの公共施設で人間ドック並みの健診
を受診することができる。

健診の重要性の理解不足。対象者が自
己負担3,000円を高いと感じる傾向にあ
る。長期未受診、隔年受診と課題があ
る。

-

2,3,4 歯科健診 歯科に関する情報提供を健診案内と同時に実施し、意識・知識の向上
と健診受診を促す。歯科関連医療費の抑制を図る。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 - 年間を通して随時実施。

大人同伴の子供は無料としたことで家
族での受診率が高くなった。受診しや
すい環境づくりをしたことで関心度が
高まった。情報提供と同時に歯ブラシ
や歯間ブラシ等の歯科送品の紹介やあ
っせんを行い、関心度が高まったとき
に即対応できるようにした。また、利
便性を上げるために、愛知県歯科医師
会の会員歯科医院でも歯科健診を実施
できるようにしている。
また、事業所に巡回して歯科健診を実
施しており、職場での健康管理に役立
てることができる。

広報不足。 -

2 疾病予防薬の
無償配付

かぜやインフルエンザの流行前に予防に関する情報提供も併せて実施
。セルフメディケーション・ヘルスリテラシーの向上を目指す。配付
した医薬品を使用することで医療機関を受診せず軽症の内に手当てす
ることの大切さも啓発。医薬品を希望しない方にも対応できるよう体
温計や歩数計などの健康管理用品も含めている。

全て 男女
16
〜
74

被保険
者 - 毎年、9月に実施。

約100品目の医薬品、健康管理用品を点
数に応じて、無償で提供している。イ
ンフルエンザやかぜの対策用品をお値
打ちに提供することで、セルフメディ
ケーションの意識づけに役立っている
。

事業所の事務負担がかかっている。配
付した薬の効果検証が見えづらい。 -

1,2,3 インフルエン
ザ予防接種

指定機関で実施できない場合は、償還払いを行い接種率の向上を図る
。本人の意識・行動変容につながるよう広報も行う。 全て 男女

0
〜
64

加入者
全員 - 毎年、10月〜1月に随時実施。

希望する事業所には、医師が巡回して
予防接種を行うため、多くの事業所で
利用がある。また、家族は、愛知連合
会と愛知県医師会が契約し、受診券に
て予防接種を受けられるので、愛知県
の利用者が多い。（愛知県以外でも補
助金払いで対応）

愛知県以外は、愛知連合会と医師会が
実施するインフルエンザワクチン接種
事業を実施していないので、利用者が
少ない。

-

予
算
科
目

注1)
事業
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事業名 事業目標
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予
算
措
置
な
し

3,8
特定健診デー
タの保険者間
の連携

高齢者の医療の確保に関する法律にある保険者間の特定健診等データ
の移動の運用。 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 - 年間を通して随時実施。 - - -

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%
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事業名 事業目標
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事業主の取組

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 加入者の構成 加入者構成の分析 加入者の構成を加入者区分、年齢階級、性別に示したグラフ。

イ 疾病別医療費（被保険者） 医療費・患者数分析 ICD-10の分類による年齢階級別医療費と主な疾病別にみた医療費の状況。
（被保険者）

ウ 疾病別医療費（被扶養者） 医療費・患者数分析 ICD-10の分類による年齢階級別医療費と主な疾病別にみた医療費の状況。
（被扶養者）

エ 特定健診受診率（被保険者・被扶養者） 特定健診分析 被保険者・被扶養者の特定健診受診率の推移。

オ 被扶養者の健診受診状況 特定健診分析 被扶養者の健診受診状況の分析。

カ 特定保健指導実施率 特定保健指導分析 被保険者・被扶養者の特定保健指導実施率の推移。

キ 事業所における特定保健指導実施率 特定保健指導分析 加入事業所における保健指導実施率の分布と事業所訪問状況。

ク 2022年度版（2021年度実績分）～健康スコアリングレポ
ート①～

特定健診分析 スコアリングレポートから見た生活習慣病リスク保有者の割合。
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ケ 2022年度版（2021年度実績分）～健康スコアリングレポ
ート②～

特定健診分析 スコアリングレポートから見た適正な生活習慣を有する者の割合。

コ 健診結果からみたハイリスク者の状況 健康リスク分析 被保険者、被扶養者にける検査値（BMI・腹囲・血圧・脂質・血糖）の分布
図。

サ 受診勧奨（重症化予防）～受診勧奨率～ 健康リスク分析 要精密検査・要医療判定者が、医療機関を受診しているか確認している。
未受診者に健診後６か月後に受診勧奨通知を送付しており、受診勧奨の結
果確認となる資料。

シ 受診勧奨（重症化予防）～重症化状況～ 健康リスク分析 健診結果における血圧、脂質、糖代謝の重症化状況。

ス 受診勧奨（重症化予防）～健康マップ①～ 健康リスク分析 被保険者における生活習慣病（血糖、血圧、脂質）からみた分布。

セ 受診勧奨（重症化予防）～健康マップ② ～ 健康リスク分析 被扶養者における生活習慣病（血糖、血圧、脂質）からみた分布。

ソ 受診勧奨（重症化予防）～ＣＫＤマップ①～ 健康リスク分析 被保険者におけるCKDマップ。
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タ 受診勧奨（重症化予防）～ＣＫＤマップ②～ 健康リスク分析 被扶養者におけるCKDマップ。

チ がん健診（検診） 健康リスク分析 胃、大腸、前立腺、肺、乳がん（超音波・マンモグラフィー）、子宮頸が
んの検診受診率。

ツ 歯科関連疾患医療費と歯科健診受診者数 医療費・患者数分析 歯科関連疾患の医療費と歯科健診受診者数（被保険者・被扶養者）

テ 健康宣言事業所と健康経営優良法人認定事業所 その他 健康宣言事業所数と健康経営優良法人認定事業所数の推移
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被扶養者男性 被扶養者女性
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内分泌，栄養及び代謝疾患

循環器系の疾患

消化器系の疾患

新生物＜腫瘍＞

筋骨格系及び結合組織の疾患

呼吸器系の疾患

¥0

¥500,000,000

¥1,000,000,000

¥1,500,000,000

¥2,000,000,000

¥2,500,000,000

¥3,000,000,000

¥3,500,000,000

15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65-69歳 70-74歳 75歳以上

被保険者 年齢階層別医療費（ICD-10分類別202204-202303期間計）

内分泌，栄養及び代謝疾患 循環器系の疾患

消化器系の疾患 新生物＜腫瘍＞

腎尿路生殖器系の疾患 筋骨格系及び結合組織の疾患

呼吸器系の疾患 特殊目的用コード（COVID-19等）

感染症及び寄生虫症 眼及び付属器の疾患

耳及び乳様突起の疾患 神経系の疾患

精神及び行動の障害 先天奇形，変形及び染色体異常

妊娠，分娩及び産じょく＜褥＞ 周産期に発生した病態

血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 損傷，中毒及びその他の外因の影響

皮膚及び皮下組織の疾患 症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの15



3大生活習慣病（重症化疾患除く）

生活習慣病関連の重症化疾患

慢性腎臓病（CKD）

主な悪性腫瘍（上皮内癌含まず）

その他の悪性腫瘍（上皮内癌含まず）

胃、食道、十二指腸関連の疾病

（上部レントゲン所見者追跡用）

風邪症状

花粉症(鼻と眼)

う蝕

歯肉炎及び歯周疾患

気分障害(うつ病)・統合失調症等

睡眠障害

¥0

¥200,000,000

¥400,000,000

¥600,000,000

¥800,000,000

¥1,000,000,000

¥1,200,000,000

¥1,400,000,000

¥1,600,000,000

¥1,800,000,000

被保険者 主な疾病の医療費（年齢階層別 202204－202303期間計）

3大生活習慣病（重症化疾患除く） 生活習慣病関連の重症化疾患 慢性腎臓病（CKD）

肝疾患（脂肪肝、アルコール性） COPD（慢性閉塞性肺疾患） ニコチン依存症

主な悪性腫瘍（上皮内癌含まず） その他の悪性腫瘍（上皮内癌含まず） 胃、食道、十二指腸関連の疾病（上部レントゲン所見者追跡用）

風邪症状 インフルエンザ 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

花粉症(鼻と眼) う蝕 歯肉炎及び歯周疾患

気分障害(うつ病)・統合失調症等 不妊症 骨粗鬆症

女性特有疾患 睡眠時無呼吸 睡眠障害

認知症（認知症、アルツハイマー病）
16



内分泌，栄養及び代謝疾患

循環器系の疾患消化器系の疾患

新生物＜腫瘍＞

筋骨格系及び結合組織の疾患

呼吸器系の疾患

¥0

¥500,000,000

¥1,000,000,000

¥1,500,000,000

¥2,000,000,000

¥2,500,000,000

¥3,000,000,000

0-4歳 5-9歳 10-14歳 15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65-69歳 70-74歳 75歳以上

被扶養者 年齢階層別医療費（ICD-10分類別202204-202303期間計）

内分泌，栄養及び代謝疾患 循環器系の疾患

消化器系の疾患 新生物＜腫瘍＞

腎尿路生殖器系の疾患 筋骨格系及び結合組織の疾患

呼吸器系の疾患 特殊目的用コード（COVID-19等）

感染症及び寄生虫症 眼及び付属器の疾患

耳及び乳様突起の疾患 神経系の疾患

精神及び行動の障害 先天奇形，変形及び染色体異常

妊娠，分娩及び産じょく＜褥＞ 周産期に発生した病態

血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 損傷，中毒及びその他の外因の影響

皮膚及び皮下組織の疾患 症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの

傷病明細がないレセ 傷病及び死亡の外因17



3大生活習慣病（重症化疾患除く）

生活習慣病関連の重症化疾患

慢性腎臓病（CKD）

主な悪性腫瘍（上皮内癌含まず）

その他の悪性腫瘍（上皮内癌含まず）

胃、食道、十二指腸関連の疾病（上部レントゲン所見者追跡用）

風邪症状

花粉症(鼻と眼)

う蝕

歯肉炎及び歯周疾患

気分障害(うつ病)・統合失調症等

女性特有疾患

睡眠障害

¥0

¥200,000,000

¥400,000,000

¥600,000,000

¥800,000,000

¥1,000,000,000

¥1,200,000,000

被扶養者 年齢階層別にみた主な疾病の医療費（202204－202303期間計）

3大生活習慣病（重症化疾患除く） 生活習慣病関連の重症化疾患 慢性腎臓病（CKD）

肝疾患（脂肪肝、アルコール性） COPD（慢性閉塞性肺疾患） ニコチン依存症

主な悪性腫瘍（上皮内癌含まず） その他の悪性腫瘍（上皮内癌含まず） 胃、食道、十二指腸関連の疾病（上部レントゲン所見者追跡用）

風邪症状 インフルエンザ 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

花粉症(鼻と眼) う蝕 歯肉炎及び歯周疾患

気分障害(うつ病)・統合失調症等 不妊症 骨粗鬆症

女性特有疾患 睡眠時無呼吸 睡眠障害

認知症（認知症、アルツハイマー病）
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被扶養者の健診受診率の推移（40歳以上） 被扶養者の健診受診状況（n=6,880）

6年間連続健診未受診者は40.2％ … 対策は急務

健診予約用
QRコード掲載

未受診者対策の毎年の工夫により受診率は少しずつ上昇

申込みの手間削減、自宅近くの医療機関の提示は一定の効果あり

自宅近くの医療機関の提示
特定健診受診券の添付

＜督促通知の工夫＞
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2021年度の健診受診者が利用した健診（年代別, n=3,586）
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（年代）

（人）

共同巡回健診（68.9％）、次いで人間ドック（12.9％）、集合契約健診機関（8.8％）、パート先の健診結果を健保へ提供（5.5％）、直接契約健診機関（3.9％）であり、
共同巡回健診の利用が最多であった。いずれの年代においても、共同巡回健診の受診者が多い。
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11

2022年度の健康スコアリングレポートでは、組合の課題【健康状況】
血圧、脂質、血糖

◆ 2022年度版（2021年度実績分）〜健康スコアリングレポート①〜
※「健康スコアリングレポート」一部抜粋
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11

2022年度の健康スコアリングレポートでは、組合の課題【生活習慣】
喫煙、運動不足、睡眠

◆ 2022年度版（2021年度実績分）〜健康スコアリングレポート②〜
※「健康スコアリングレポート」一部抜粋
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検査値（被扶養者）
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◆受診勧奨（重症化予防）〜受診勧奨率〜

愛・健康サポート事業の中で、巡回事業所健診受診後のフォローとして受診勧奨（重症化予防）をしています。受診者の
内、要精密検査、要医療等、医療機関に受診しなければならない判定がされた方について、重症化を防ぐため、受診歴の
追跡調査を行い、個別通知をすることにより、早期の受診を勧奨しています。要医療判定される方は年々増加しており、
未受診者も増加しているため、25年度以降は、加入事業所と協働で受診勧奨事業を実施しています。

通知により受診
したと思われる

人数(G)
受診勧奨率(F)
F=(D+E)/A(%)

受診勧奨通知者数
受診勧奨前の
受診者数

E,Ｆ判定
者率(C)

C=B/A(％）
E,Ｆ判定
者数(B)

巡回事業所
健診受診者数(A)年度 ６か月後

通知(E)
特別健康

支援通知(D)

850（18.4%）13.4%3,2061,5863,28029.5%10,53235,661R01

762（15.0%）14.5%3,4301,8443,56230.0%10,88736,287R02

1,091
（19.7％）14.8％3,6002,1333,78230.1％11,63438,686R03

*集計対象は、n年度としてn年4月健診分〜n+1年3月健診分を対象としています。
*医療機関の受診確認は、健診月の6か月・11か月・14か月後の3回実施しています。
*平成26年4月健診分から、人間ドック受診者も対象に追加しています。
*EF判定者とは、健診実施機関において「要医療」「要精密検査」と判定された方、または、当組合が人間ドック学会基準を参考とし
た判定により、
抽出した方をいいます。
*通知により受診したと思われる人数は、受診勧奨通知者のうち加入員資格がある方を対象としています。
*特別健康支援とは、複数年にかけて医療機関へ受診されない方を対象としています。実施状況は次ページの表を参照。
*集計は、14か月の調査終了後に実施しています。
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◆受診勧奨（重症化予防）〜重症化状況〜
糖尿病の三大合併症は、
①糖尿病性網膜症⇒失明など
②糖尿病性腎症⇒腎不全など
③糖尿病性神経障害⇒足壊疽など
HbA1c10%以上の未治療者やコントロール不良者を専門職
の面談を通して数値改善につなげていくことが急務である。

11

【参考資料】
○HbA1cの分布（R03とR04年度の比較）

Ｒ04Ｒ03区分
58名

(54.7%)
60名

(59.4%)
服薬あり

46名
(43.4%)

40名
（39.6%）

服薬なし

2名
(1.9%)

1名
(1.0%)

該当
項目なし

○HbA1c10%以上の服薬状況
（健診時の問診票より）

○特別健康支援Ⅲ基準に該当となる被保険者・被扶養者の服薬状況（R04年度）
合計該当項目なし

（割合）
服薬なし（割
合）

服薬あり（割
合）

基準項目

147名7名(4.8%)101名(68.7%)39名(26.5%)収縮期血圧（最高血圧）
180mmHg以上

血 圧
242名10名(4.1%)181名(74.8%)51名(21.1%)拡張期血圧（最低血圧）

110mmHg以上

362名33名(9.1%)305名(84.3%)24名(6.6%)LDL‐C200mg/dl以上脂 質

689名7名(1.0%)187名(27.1%)495名(71.9%)HbA1c7.4%以上糖代謝

R04
実人数（割合）

R03
実人数（割合）

区分

990人
(2.7%)1,279人(3.1%)該当項目なし

22,876(61.7%)26,081人(64.1%)正常群
（5.5％以下）

11,397人(30.7%)11,594人(28.5%)
予備群
（5.6％〜
6.4％）

1,803人(4.9%)1,766人(4.3%)重症群
（6.5％以上）

Ｒ04Ｒ03区分
5人6人14%以上
6人5人13%台
13人9人12%台
33人21人11%台
49人60人10%台
106人101人合 計

○HbA1c10%以上の人数

※HbA1c10%以上において未治療者
（服薬なし）が約40％を占める！

※特別健康支援Ⅲ基準に該当する数値であっても、未治療者（服薬なし）の割合が多い。未治療者（服薬なし）を減ら
すために、
コラボヘルス・ワンの参加促進が必要である。
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◆受診勧奨（重症化予防）〜健康マップ①〜
【被保険者】 2022年度
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【被扶養者】 2022年度

◆受診勧奨（重症化予防）〜健康マップ② 〜
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◆受診勧奨（重症化予防）〜ＣＫＤマップ①〜
CKD（慢性腎臓病）の重症度は、死亡、末期腎不全、心血管死亡発症のリスクを色別に示しています。
黄→オレンジ→赤の順にステージが上がるほどリスクは上昇します。重症化予防の観点からは、早期の段階から腎機能を維持していく
必要性を啓発し、オレンジ、赤の人には医師の管理下での治療を勧奨する必要があります。
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11

◆受診勧奨（重症化予防）〜ＣＫＤマップ②〜
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◆がん健診（検診）
○国民の2人に1人が“がん”になり、3人に1人が“がん”で亡くなっています。
当組合では、がん健診（検診）にも力を入れており、国家プロジェクトである
がん検診企業アクションに参加をしております。このプロジェクトが目標とす
るがん検診受診率50％超をめざしていますが、被扶養者の健康診断受診率（と
くに婦人科健診）が低く、急激な受診率向上につながらないのが現状です。

括弧内は受診率

40.0%

68.8%

79.4%

14.6%
18.7%

39.0% 41.2%
45.8%

37.4% 35.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

胃がん検診 大腸がん検診 肺がん検診 乳がん検診 子宮がん検診

当組合
国民調査

【令和元年度 国民生活基礎調査（がん検診の受診状況）と令和4年度の当組合受診率との比較グラフ】

子宮
頚がん

乳がん
（マンモ）

乳がん
（超音波）肺前立腺大腸胃基準年度

3,248 (18.1%)
*20歳以上

2,566(7.0%)2,064(5.6%)28,855(78.9%)
4,060(44.9%)
*50歳以上

24,140(66.0%)12,898(35.3%)当組合基準
（主に30歳以上）

R03
2,485(9.3%)1,432(5.4%)20,991(78.6%)18,182(68.1%)10,386(38.9%)

がん検診企業
アクション基準
（主に40歳以上）

3,327(18.7%)
*20歳以上

2,697(7.2%)2,032(5.4%)29,640
(79.5%)4,301(44.4%)

*50歳以上

24,838(66.6%)13,499 (36.2%)当組合基準
（主に30歳以上）

R04
2,620(9.5%)1,410(5.1%)

21,881
(79.4%)18,957(68.8%)11,009

(40.0%)
がん検診企業
アクション基準
（主に40歳以上）

※胃がん、大腸がん、肺がん、
および乳がん検診は40歳以上、
子宮がんおよび子宮頸がん検
診は20歳以上の受診率
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年齢階級別歯科健診受診者数（2022年度） 被扶養者
（人）

歯科関連疾患：[K02]う＜齲＞蝕、[K03]歯の硬組織のその他の疾患、[K04]歯髄及び根尖部歯周組織の疾患、
[K05]歯肉炎及び歯周疾患、[K06]歯肉及び無歯顎堤のその他の障害
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

被保険者では40、50歳代が多くを占めている。その世代の主な医療費は、
「内分泌、栄養及び代謝疾患」、「循環器系の疾患」、「消化器系の疾患」
が上位3位である。他に「筋骨格系および結合組織の疾患」、「呼吸器系の
疾患」、「新生物」が続く。3大生活習慣病や生活習慣病関連の重症化疾患
が多くなっており、循環器疾患やがん予防のためにも、生活習慣病の予防は
欠かせない。また、将来の透析予防のためにも、生活習慣病の重症化予防対
策も喫緊の課題である。
被保険者では、今後さらに高年齢化に向かう。長く働くためにも、50歳代以
降の「筋骨格系および結合組織の疾患」の予防は課題である。

 40歳以降は生活習慣病および重症化予防対策を引き続き行う。併せて、
概ね50歳以降に対しては、転倒予防対策として、体力の維持向上を普及
していく。
また、若年者の肥満は、将来のメタボリックシンドロームにつながる影
響が高いことから、40歳未満に対しても生活習慣病予防の早期対策を積
極的に行う。
がん予防として、肺・大腸・胃の検診については、事業所健診で実施す
るため、受診率は高いが、婦人科健診の受診率は低い。がん検診につい
ては、受診率向上に受けた取り組みが、必要である。



2

被扶養者では男女ともに19歳以下が多数、成人では女性の40、50歳代が多
くを占めている。
0〜15歳の医療費について、「呼吸器系の疾患」、「消化器系の疾患」が多
くを占め、主な内容は風邪関連疾患、う蝕や歯肉炎等の歯科疾患である。風
邪関連疾患の対策と予防歯科が必要である。
一方、40、50歳代の医療費については被保険者と同様に、「内分泌、栄養
及び代謝疾患」、「循環器系の疾患」、「消化器系の疾患」に次いで、「筋
骨格系および結合組織の疾患」がみられる。主な疾患として、3大生活習慣
病や生活習慣病関連の重症化疾患に加え、悪性腫瘍もみられる。また、30歳
代以降、女性特有疾患も増加傾向である。

 概ね15歳以下の世代に対しては、生活習慣の基礎づくりとして、歯磨き
や手洗い等の感染症対策に加え、良好な生活リズムの構築につなげる普
及啓発を行う必要がある。
40歳以降については、健診受診だけでなく、健康リスク度合いに応じた
事後フォローを行うことが重要である。
また、そもそも健診受診率が低い傾向にあるが、がん検診については、
受診率向上に受けた取り組みが、必要である。



3
被保険者では、特定健診受診率は95％を超え、年々少しずつ増加している。
40歳以下においても健診受診率は95％を超えている。
被扶養者について、特定健診受診率は年々増加しているものの、50％以下と
低い。組合全体の特定健診受診率向上のためにも、被扶養者の健診受診率向
上は課題である。

 特定健診受診率の向上のため、被保険者に対しては加入事業所を通じた
受診勧奨を行う。受診率の低い事業所については訪問を通じて案内を行
う。一方、被扶養者に対しては、個人へのわかりやすい情報発信ととも
に、事業所と協働した受診勧奨を行う。



4
被扶養者の健診受診者について、利用している健診を調査したことろ、「共
同巡回健診」が約7割と大半を占めていた。また、過去6年間の健診受診状況
について、毎年受診している人は13.6％、6年間1度も健保に健診情報がない
人は40.2％であった。それ以外は不定期に受診していた。

 被扶養者の健診受診率向上のため、①これまで1度も受診したことがな
い人の受診行動につながる対策を行うとともに、②不定期に受診してい
る人に毎年の受診の大切さを伝えていく。①②いずれも対象者に届くわ
かりやすい広報を行う。



5

被保険者における特定保健指導の実施状況について、終了率は年々上昇して
いるものの、実施率と終了率の差が少しずつ開いていることは課題である。
特定保健指導対象者の種別割合については、積極的支援、動機付け支援の対
象者がわずかに減少傾向である。一方、30歳以上40歳未満の被保険者では
、動機付け支援対象者の割合がわずかに増加傾向であり、特定保健指導対象
者の新規流入者を防ぐためには早期の対策が必要である。
被扶養者においても、特定保健指導実施率、終了率ともに年々上昇傾向であ
る。特定保健指導対象者の種別割合は、過去3年間ほぼ変化していない。

 特定保健指導実施率向上にむけ、被保険者については加入事業所の理解
と協力を得ながら進めていく。さらに特定保健指導の効果向上にも注力
していく。
被扶養者については、健診受診者のうち対象者を逃さずに特定保健指導
につなげることが必要である。
また、特定保健指導の効果向上のため、健診機関、保健指導機関と密に
コミュニケーションを図り、保健指導の質の向上と実施体制や方法等の
改善につなげていく。



ア，イ，ク，
ケ，コ，サ，
シ，ス，ソ，
チ

ア，ウ，ク，
ケ，コ，セ，
タ，チ

エ

エ，オ

カ
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6
被保険者の特定保健指導実施率について、全体では年々上昇しているものの
、加入事業所のうち約4割は、特定保健指導対象者が存在しているにもかか
わらず未実施の状況である。加入者の生活習慣病予防のため、1人でも多く
の特定保健指導対象者に保健指導を利用してもらう必要がある。

 事業所に対して、特定保健指導の目的や意義、対象者へ保健指導を行い
早期対策を行う大切さを理解してもらえるよう、事業所訪問を通じて理
解納得が得られるようにしていく。



基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
加入者の構成について、平均年齢は年々上昇し、被保険者の高年齢化が進んでいる。被扶養
者においては10代以下の子どもが多く、成人では40、50歳代が多い。  被保険者においては、高年齢でも働ける健康状態を保つことが大切であり、ロコモ・フ

レイル対策のため、良好な食生活と運動実践を伴う啓発が必要である。被扶養者につい
ては、世代の健康課題に応じた対策が必要である。家族をターゲットとして、全世代が
参加できる取り組みも求められる。

2 健康スコアリング（2022年度版）の結果をみると、検査値については血圧、脂質、血糖が課
題である。生活習慣では、喫煙、運動不足、睡眠が課題である。  運動習慣の改善、禁煙対策、良好な睡眠をとるための習慣などについて、情報発信を行

うとともに、具体的な取り組みにつながる事業を行う。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

キ
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　コラボヘルス推進事業
　保健指導宣伝 　「健康白書」の配付
　保健指導宣伝 　健康宣言事業
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　個人向け健康情報ポータルサイト「Pep Up」
　保健指導宣伝 　健康課題に関するポスター配付
　保健指導宣伝 　医療費のお知らせ
　保健指導宣伝 　ジェネリック通知
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診(被保険者)
　特定健康診査事業 　特定健診(被扶養者)
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　愛・健康サポート事業[Step4]受診勧奨
　保健指導宣伝 　アクティブエイジングチャレンジ
　保健指導宣伝 　家族で取り組むかぜ・むし歯予防キャンペーン
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　禁煙お助け事業
　保健指導宣伝 　健康ウォーク
　保健指導宣伝 　新入社員向け社会保険概要説明
　保健指導宣伝 　愛けんぽファミリー健康相談
　保健指導宣伝 　ａｉヘルスアップポイント事業
　保健指導宣伝 　健康づくりセミナー
　保健指導宣伝 　体力チェック
　疾病予防 　愛健康サポート事業[Step1]巡回事業所健診
　疾病予防 　愛健康サポート事業[Step2]健康支援
　疾病予防 　人間ドック、脳健診及びがん健診
　疾病予防 　共同巡回健診
　疾病予防 　歯科健診
　疾病予防 　疾病予防薬の無償配付
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　予算措置なし 　特定健診データの保険者間の連携
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
各個人のヘルスリテラシーを向上させるとともに、事業主においても、高リスク者の把握および改善への協力（保健指導の実施や受診しやすい環境づくり等）に対して理解を得ること。

事業全体の目標
高リスク者への介入を含め、保健指導実施率を向上させる。
健診実施率（特定健診も含む）を向上させる。
事業主とのコラボヘルス（健康宣言や受診勧奨の共同実施）を推進する。
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職場環境の整備
- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

1,2,4,
5,6

既
存

コラボヘルス
推進事業 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 ３ イ,オ,ク,ケ

,シ

重症化予防のための受診
勧奨を事業所と協働して
実施する。また、従業員
の健康づくりのためのセ
ミナー等の実施。（コラ
ボヘルス・ワン）

ア,ケ,コ

センシティブ情報を扱う
ため、事業所と情報提供
のための覚書を取り交わ
し、更に受診勧奨の協働
実施は、申し出制とし、
労務管理に使用しないこ
との誓約書の提出を受け
ている。
セミナーの開催は当組合
保健師の他、契約健診機
関や、自治体の保健師等
の社会資源も活用。

①事業所を訪問し、健康
づくりのアドバイスや支
援を行う。
②重症化予防のための協
働事業への参加促進。

継続 継続 継続 継続 継続
事業所における健康機運の醸成。従業員の
健康に対する事業主の関心度向上、被保険
者自身の健康への意識啓発。受診勧奨対象
者の医療機関受診率を向上。

被保険者の特定保健指導実施率に
ついて、全体では年々上昇してい
るものの、加入事業所のうち約4割
は、特定保健指導対象者が存在し
ているにもかかわらず未実施の状
況である。加入者の生活習慣病予
防のため、1人でも多くの特定保健
指導対象者に保健指導を利用して
もらう必要がある。

「コラボヘルス・ワン」参加事業所(【実績値】406社　【目標値】令和6年度：410社　令和7年度：415社　令和8年度：420社　令和9年度：425社　令和10年度：
430社　令和11年度：435社)「コラボヘルス・ワン」の参加事業所数。

事業所が主体的に取り組む必要があり、量より質を重視しているためアウトカムを設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

1 既
存

「健康白書」
の配付 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 ３ イ,ウ,ス

各事業所において、従業
員（被保険者）に対する
健康機運を醸成させるた
めの健康づくり活動が必
要である。事業所目線で
作成した資料（事業所別
の収支状況や健康課題）
を作成し、事業所訪問を
行う。また、経営者は同
規模事業所の他社に関心
を示すことから、組合の
健康課題である「血圧」
・「禁煙」・「メタボ」
の他、血液検査項目のラ
ンキングを作成し、同規
模事業所内での自社の位
置を知ってもらう。

ア,ケ
健康白書については、組
合でデータを分析し、作
成する。

年1回発行 継続 継続 継続 継続 継続 事業所における健康意識の向上と健康づく
り活動を推進する。 該当なし

事業所訪問件数(【実績値】98件　【目標値】令和6年度：100件　令和7年度：100件　令和8年度：100件　令和9年度：100件　令和10年度：100件　令和11年度：
100件)毎年9月に発行する「健康白書」を活用し、事業所の健康課題に基づく保健事業の提案や健康経営等の相談支援を目的とした事業所訪問件数（年間延べ）。

事業所における健康意識の向上を目的としているため。
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

1 既
存 健康宣言事業 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 ３ ス

「健康白書」の配付によ
り、事業所の健康課題を
共有することで、事業主
の意識を高め、自社の「
健康経営」の実践につな
げる。

ア
職員が事業所を訪問し、
事業主の意識を高め、健
康づくり活動の機運を高
める。

「健康白書」配付。また
、機関誌で健康づくり活
動事例を紹介する。

継続 継続 継続 継続 継続 「健康宣言」実施事業所の増加。「健康経
営優良法人」認定事業所の増加。

被保険者の特定保健指導実施率に
ついて、全体では年々上昇してい
るものの、加入事業所のうち約4割
は、特定保健指導対象者が存在し
ているにもかかわらず未実施の状
況である。加入者の生活習慣病予
防のため、1人でも多くの特定保健
指導対象者に保健指導を利用して
もらう必要がある。

「健康宣言」実施事業所数(【実績値】219社　【目標値】令和6年度：230社　令和7年度：240社　令和8年度：250社　令和9年度：260社　令和10年度：270社　
令和11年度：280社)-

「健康経営優良法人」認定事業所数(【実績値】129社　【目標値】令和6年度：130社　令和7年度：135社　令和8年度：140社　令和9年度：145社　令和10年度：150社　令和11年度：155社)事業主の従業員の健
康に対する意識の向上。健康づくり活動への関心度・理解度を高める。

加入者への意識づけ
- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2,3,5 既
存

個人向け健康
情報ポータル
サイト「Pep U
p」

全て 男女
16
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ア,エ

被保険者・被扶養配偶者
を対象に、ICTを活用した
事業を実施。自身の健診
結果の閲覧や、結果に応
じた健康情報の配信、随
時イベントを開催し、健
康への意識変容、行動変
容を促す。イベント参加
や、健診結果、健診結果
に基づく健康年齢の改善
によってポイントを付与
し、個人へのインセンテ
ィブも同時に行う。

シ -
対象者へ新規登録に必要
となる案内を配付。
未登録者へは、登録を促
すチラシを配付。

継続 継続 継続 継続 継続 「Pep Up」の利用を通じて、ヘルスリテラ
シーの向上を目指す。 該当なし

イベントの実施(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)登録率を
促進するために、健康意識の啓発につながるイベントを実施するとともに、登録につながるようなポスター・チラシを配付する。 「Pep Up」の登録率(【実績値】18.1％　【目標値】令和6年度：19％　令和7年度：20％　令和8年度：21％　令和9年度：22％　令和10年度：23％　令和11年度：24％)登録率50パーセントを目指す。

- - - - - -

2 既
存

健康課題に関
するポスター
配付

全て 男女
16
〜
74

被保険
者 １ ス

組合の健康課題（血圧・
喫煙・メタボ）に関する
ポスターを配付。（配付
は5年ごと）事業所に掲示
してもらい、度々目にす
ることで自身の健康につ
いて意識・関心を高める
。

ア - 全事業所に配付する 実施しない 実施しない 実施しない 実施しない 全事業所に配付する
個人の意識変容・行動変容につながるよう
、ポスターを事業所内に掲示し、繰り返し
目にすることで啓発を図る。

該当なし

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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ポスター配付(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：0回　令和8年度：0回　令和9年度：0回　令和10年度：0回　令和11年度：1回)数種類作成し
全事業所に配付。

ポスターによる意識の変化を測りづらいため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

2 既
存

医療費のお知
らせ 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ エ - シ - ICTを活用して、医療費通

知を実施。 継続 継続 継続 継続 継続 医療機関等からの医療費請求の確認。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

医療費通知回数(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10年度：12回　令和11年度：12回)
被保険者およびその配偶者に対し、ICTにて医療費を通知する。

使われた医療費を各個人へ情報提供したことによる改善された結果について、把握できないため。
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

7 既
存

ジェネリック
通知 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 １ エ,キ,ス

ジェネリック差額通知を
年1回配付。（ジェネリッ
クお願いシールも同封）
また、ICTによる情報提供
も実施。

ア,シ - ICTを活用して、ジェネリ
ック差額通知を実施。 継続 継続 継続 継続 継続

ジェネリック医薬品への切り替えによって
、患者の自己負担額を減らす。→将来医療
費の抑制

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

年間通知回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)自己負担額
が300円以上削減見込みの人

対通知数切替率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：25％　令和7年度：25％　令和8年度：25％　令和9年度：25％　令和10年度：25％　令和11年度：25％)通知対象者のうち、ジェネリック医薬品に切り替え
たことがある人数の割合（通知後１年間を追跡）

- ジェネリック利用率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：80％　令和8年度：80％　令和9年度：80％　令和10年度：80％　令和11年度：80％)当組合の年度末時におけるジェネリック利用率
個別の事業

- - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診(被保
険者) 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 １ ケ,サ

組合が補助する事業所健
診や人間ドックで特定健
診項目を実施。実施後、
健診結果を受領する。

ア
事業主に自社の健診受診
率を示し、実施率向上に
協力を得る。

巡回事業所健診の受診促
進。任意継続者には、受
診案内を送付。

継続 継続 継続 継続 継続
健診を受診することで、生活習慣病等の早
期発見、早期受診につなげる。また、国か
ら示された特定健診実施率に関する目標値
（85%）の達成を目指す。

被保険者では、特定健診受診率は9
5％を超え、年々少しずつ増加して
いる。40歳以下においても健診受
診率は95％を超えている。
被扶養者について、特定健診受診
率は年々増加しているものの、50
％以下と低い。組合全体の特定健
診受診率向上のためにも、被扶養
者の健診受診率向上は課題である
。

巡回事業所健診の実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：80％　令和8年度：80％　令和9年度：80％　令和10年度：80％　令和11年度：8
0％)巡回事業所健診の実施事業所（県内・県外）：80%以上実施。 生活習慣リスク保有者率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：41％　令和7年度：40％　令和8年度：39％　令和9年度：38％　令和10年度：37％　令和11年度：36％)-

人間ドックの実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：19％　令和7年度：19％　令和8年度：19％　令和9年度：19％　令和10年度：19％　令和11年度：19％)
人間ドックの実施。 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：17.0％　令和7年度：16.8％　令和8年度：16.6％　令和9年度：16.4％　令和10年度：16.2％　令和11年度：16.0％)-

特定健診実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：95.5％　令和7年度：95.8％　令和8年度：96.1％　令和9年度：96.4％　令和10年度：96.7％　令和11年度：9
7.0％)健診実施の促進 -

- - - - - -

3

既
存(

法
定)

特定健診(被扶
養者) 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 １ ア,ケ

年度初めに、家族の健診
受診に関する情報提供を
実施する。8月から開始す
る共同巡回健診の案内も
行う。また、パート先や
地域で実施する健診を受
診する場合は、健診結果
を提出してもらい、粗品
を進呈する。未受診者に
は、受診督促を実施する
。

ア,ウ,ク

事業主に自社の健診受診
率を示すとともに、家族
の健診受診につながるよ
う健保と事業主が連携す
る。（健診案内の送付文
に事業主の署名を掲載す
る等）

①健診受診案内を自宅宛
てに送付する。また、パ
ート先等で受診した際の
健診結果を提出してもら
うよう案内を行う。
②共同巡回健診の案内を
自宅宛てに送付する。（7
月）
③未受診者に対し、受診
督促を実施。

①継続
②継続
③継続

①継続
②継続
③継続

①継続
②継続
③継続

①継続
②継続
③継続

①継続
②継続
③継続

健診を受診することで、生活習慣病等の早
期発見、早期受診につなげる。また、国か
ら示された特定健診実施率に関する目標値
（85%）の達成を目指す。

被保険者では、特定健診受診率は9
5％を超え、年々少しずつ増加して
いる。40歳以下においても健診受
診率は95％を超えている。
被扶養者について、特定健診受診
率は年々増加しているものの、50
％以下と低い。組合全体の特定健
診受診率向上のためにも、被扶養
者の健診受診率向上は課題である
。

事業主と共同で家族健診の案内を発送(【実績値】298社　【目標値】令和6年度：305社　令和7年度：310社　令和8年度：315社　令和9年度：320社　令和10年度
：325社　令和11年度：330社)- 生活習慣リスク保有者率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：41％　令和7年度：40％　令和8年度：39％　令和9年度：38％　令和10年度：37％　令和11年度：36％)-

共同巡回健診の受診人数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2,400人　令和7年度：2,500人　令和8年度：2,600人　令和9年度：2,700人　令和10年度：2,800人　
令和11年度：2,900人)- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：17.0％　令和7年度：16.8％　令和8年度：16.6％　令和9年度：16.4％　令和10年度：16.2％　令和11年度：16.0％)-

特定健診実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：48.0％　令和7年度：48.3％　令和8年度：48.6％　令和9年度：48.9％　令和10年度：49.2％　令和11年度：4
9.5％)健診実施の促進

-

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標

40



特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 １ エ,オ,ク,ケ

,コ,サ

特定健診を実施後、対象
者を抽出し、組合と契約
する健診機関が特定保健
指導を実施する。最終評
価終了後、健診機関より
実施データを受領する。

ア,イ,ウ,キ
,コ,サ

事業主や事業所担当者に
特定保健指導の実施につ
いて、理解や協力を得る
ため訪問する。契約健診
機関の渉外担当者や専門
職と打ち合わせの機会を
設けるなど密接に連携し
、実施率向上を図る。

①特定健診結果をもとに
、契約健診機関が特定保
健指導を実施。
②特定保健指導の実施に
ついて、理解や協力を得
るために事業所訪問を実
施。
③契約健診機関と連携し
、実施率向上を図る。

①継続
②継続
③継続

①継続
②継続
③継続

①継続
②継続
③継続

①継続
②継続
③継続

①継続
②継続
③継続

特定保健指導を通して、対象者の生活習慣
の改善を図る。また、国から示された特定
保健指導の実施率に関する目標値は30%だ
が、当組合は45%を目指す。

被保険者における特定保健指導の
実施状況について、終了率は年々
上昇しているものの、実施率と終
了率の差が少しずつ開いているこ
とは課題である。特定保健指導対
象者の種別割合については、積極
的支援、動機付け支援の対象者が
わずかに減少傾向である。一方、3
0歳以上40歳未満の被保険者では、
動機付け支援対象者の割合がわず
かに増加傾向であり、特定保健指
導対象者の新規流入者を防ぐため
には早期の対策が必要である。
被扶養者においても、特定保健指
導実施率、終了率ともに年々上昇
傾向である。特定保健指導対象者
の種別割合は、過去3年間ほぼ変化
していない。
被保険者の特定保健指導実施率に
ついて、全体では年々上昇してい
るものの、加入事業所のうち約4割
は、特定保健指導対象者が存在し
ているにもかかわらず未実施の状
況である。加入者の生活習慣病予
防のため、1人でも多くの特定保健
指導対象者に保健指導を利用して
もらう必要がある。

特定保健指導実施率（全体）(【実績値】-　【目標値】令和6年度：56.5％　令和7年度：56.7％　令和8年度：56.9％　令和9年度：57.1％　令和10年度：57.3％　
令和11年度：57.5％)- 特定保健指導対象者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：19.9％　令和7年度：19.8％　令和8年度：19.7％　令和9年度：19.6％　令和10年度：19.5％　令和11年度：19.4％)-

- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

3,4,6 既
存

愛・健康サポ
ート事業[Step
4]受診勧奨

全て 男女
16
〜
74

基準該
当者 ３ イ,ウ,オ,ク

,サ

愛・健康サポート事業の[
Step1]巡回事業所健診後
に当組合基準に該当して
いる人で、医療機関を受
診されない方に対して、
通知、電話、面談により
受診勧奨を行う。医療機
関に受診しているかどう
かの有無は、職員がレセ
プトを目視により確認し
ている。また、平成25年
度からは事業所参加型の
仕組み（コラボヘルス・
ワン）を導入した。参加
事業所は、当組合から対
象者の医療機関受診有無
の情報提供を受けること
ができ、事業所の健康管
理に活用できる。[通知]　
健診から6か月後と11か月
後に通知を行う[特別健康
支援ⅠおよびⅡ]　2年連続で
医療機関への受診がない
場合は、保健師による電
話受診勧奨を行う[特別健
康支援Ⅲ]　当組合の特別
健康支援Ⅲの基準に該当し
ている人に対して、保健
師による面談を行う。

ア,イ,ウ,ケ
コラボヘルス・ワンに参
加する事業所対象者へ医
療機関の受診状況に関す
るデータを提供。

①対象者に受診勧奨を実
施し、その後の受診状況
を確認する。
②ハイリスク者（特別健
康支援Ⅲ対象者）に対して
は、専門職の面談を実施
。
③コラボヘルス・ワンの
参加事業所の拡大を図る
。

継続 継続 継続 継続 継続 健診後の医療機関受診勧奨成功率の向上と
生活習慣病の重症化予防

被保険者では40、50歳代が多くを
占めている。その世代の主な医療
費は、「内分泌、栄養及び代謝疾
患」、「循環器系の疾患」、「消
化器系の疾患」が上位3位である。
他に「筋骨格系および結合組織の
疾患」、「呼吸器系の疾患」、「
新生物」が続く。3大生活習慣病や
生活習慣病関連の重症化疾患が多
くなっており、循環器疾患やがん
予防のためにも、生活習慣病の予
防は欠かせない。また、将来の透
析予防のためにも、生活習慣病の
重症化予防対策も喫緊の課題であ
る。
被保険者では、今後さらに高年齢
化に向かう。長く働くためにも、5
0歳代以降の「筋骨格系および結合
組織の疾患」の予防は課題である
。
被扶養者では男女ともに19歳以下
が多数、成人では女性の40、50歳
代が多くを占めている。
0〜15歳の医療費について、「呼吸
器系の疾患」、「消化器系の疾患
」が多くを占め、主な内容は風邪
関連疾患、う蝕や歯肉炎等の歯科
疾患である。風邪関連疾患の対策
と予防歯科が必要である。
一方、40、50歳代の医療費につい
ては被保険者と同様に、「内分泌
、栄養及び代謝疾患」、「循環器
系の疾患」、「消化器系の疾患」
に次いで、「筋骨格系および結合
組織の疾患」がみられる。主な疾
患として、3大生活習慣病や生活習
慣病関連の重症化疾患に加え、悪
性腫瘍もみられる。また、30歳代
以降、女性特有疾患も増加傾向で
ある。

コラボヘルス・ワン参加事業所参加率(【実績値】406社　【目標値】令和6年度：410社　令和7年度：415社　令和8年度：420社　令和9年度：425社　令和10年度
：430社　令和11年度：435社)コラボヘルス・ワンの事業所参加率の向上 受診勧奨成功率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：19.7％　令和7年度：19.9％　令和8年度：20.1％　令和9年度：20.3％　令和10年度：20.5％　令和11年度：20.7％)受診勧奨全体の成功率

- - - - - -
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事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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2,5 既
存

アクティブエ
イジングチャ
レンジ

全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 １ ア,ス

令和5年度より「アクティ
ブエイジングチャレンジ
」へ名称変更。事業の更
なる普及を目指し、事業
推進キャラクター「チア
フル隊長」を制作。フレ
イル・ロコモ予防につな
がる食生活・運動の取り
組みについて、日常生活
で実践しやすいよう具体
的な紹介と実践を促進す
る。20日間以上の実践記
録の提出とアンケートへ
回答した人を対象に記念
品を進呈する

ケ -
①対象にキャンペーン案
内を送付。（55歳以上の
加入員）

継続 継続 継続 継続 継続

ロコモティブシンドロームやフレイルを予
防し、自立して健康に暮らせる「健康寿命
」の延伸を目指す。キャンペーンや健康イ
ベントを通して日ごろの健康状態を把握し
て生活習慣病や認知症を予防することによ
り、将来医療費の減少を図り、前期高齢者
納付金の抑制をにつなげる。

被保険者では40、50歳代が多くを
占めている。その世代の主な医療
費は、「内分泌、栄養及び代謝疾
患」、「循環器系の疾患」、「消
化器系の疾患」が上位3位である。
他に「筋骨格系および結合組織の
疾患」、「呼吸器系の疾患」、「
新生物」が続く。3大生活習慣病や
生活習慣病関連の重症化疾患が多
くなっており、循環器疾患やがん
予防のためにも、生活習慣病の予
防は欠かせない。また、将来の透
析予防のためにも、生活習慣病の
重症化予防対策も喫緊の課題であ
る。
被保険者では、今後さらに高年齢
化に向かう。長く働くためにも、5
0歳代以降の「筋骨格系および結合
組織の疾患」の予防は課題である
。

事業参加率(【実績値】8.7％　【目標値】令和6年度：9.0％　令和7年度：9.3％　令和8年度：9.6％　令和9年度：9.9％　令和10年度：10.2％　令和11年度：10.5
％)アクティブエイジングチャレンジへの参加率

前期高齢者一人当たり給付費(【実績値】-　【目標値】令和6年度：325千円　令和7年度：325千円　令和8年度：325千円　令和9年度：325千円　令和10年度：325千円　令和11年度：325千円)決算概要表の前期
高齢者1人あたり給付費の額

- - - - - -

2,5,6 既
存

家族で取り組
むかぜ・むし
歯予防キャン
ペーン

全て 男女
0

〜
6

被扶養
者 １ カ,ケ

未就学児世帯に10月〜12
月にかけてキャンペーン
（エントリー型）展開を
する。エントリーをする
には、エントリーハガキ
をポストに投函する。該
当世帯に案内リーフレッ
ト、カレンダーとシール
を送付。リーフレットに
は乳幼児医療制度の仕組
み（子供医療費はタダじ
ゃない）やかぜ予防のコ
ツや歯みがきの方法が載
せてある。エントリーを
すると、歯ブラシをプレ
ゼント、最後のアンケー
トに答えると、つよい子
賞をプレゼント。

エ,ク

当組合が中心となり、他
の健康保険組合もキャン
ペーンの企画を採用。（
一部自治体も参加）組合
間のデータ比較も実施し
ている。

対象世帯にキャンペーン
案内を送付。 継続 継続 継続 継続 継続 乳幼児医療制度の周知および呼吸器系疾患

予防の手洗いうがい・歯みがきの習慣化。

被扶養者では男女ともに19歳以下
が多数、成人では女性の40、50歳
代が多くを占めている。
0〜15歳の医療費について、「呼吸
器系の疾患」、「消化器系の疾患
」が多くを占め、主な内容は風邪
関連疾患、う蝕や歯肉炎等の歯科
疾患である。風邪関連疾患の対策
と予防歯科が必要である。
一方、40、50歳代の医療費につい
ては被保険者と同様に、「内分泌
、栄養及び代謝疾患」、「循環器
系の疾患」、「消化器系の疾患」
に次いで、「筋骨格系および結合
組織の疾患」がみられる。主な疾
患として、3大生活習慣病や生活習
慣病関連の重症化疾患に加え、悪
性腫瘍もみられる。また、30歳代
以降、女性特有疾患も増加傾向で
ある。

キャンペーン参加率(【実績値】27.4％　【目標値】令和6年度：27.7％　令和7年度：28.0％　令和8年度：28.3％　令和9年度：28.6％　令和10年度：28.9％　令和
11年度：29.2％)対象者のキャンペーンへの参加率

かぜの症状が減少したと回答した割合(【実績値】31.4％　【目標値】令和6年度：31.7％　令和7年度：32.0％　令和8年度：32.3％　令和9年度：32.6％　令和10年度：32.9％　令和11年度：33.2％)アンケート結
果で、かぜの症状が昨年同時期よりも減ったと回答した割合。

8割負担周知率(【実績値】76.1％　【目標値】令和6年度：76.4％　令和7年度：76.7％　令和8年度：77.0％　令和9年度：77.3％　令和10年度：77.7％　令和11年
度：78.0％)子どもの医療について、健保組合が8割負担していることを知っていたものの割合。（「キャンペーンの前から知っていた」・「今回のキャンペーンで
知った」の割合）

-

- - - - - -

2,5 既
存

機関誌発行 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス

「けんぽだより」は、事
業所担当者向けに法改正
や保健事業の案内、健康
情報等の情報を掲載し年4
回発行。なお、ホームペ
ージにもPDFで公開して
いる。
「愛・けんぽ」は、事業
所を通じて全被保険者向
けに年3回発行。手のひら
サイズに折りたたんであ
るため、賃金明細等に同
封して配付している。な
お、春は保健事業案内、
秋はインフルエンザの補
助金案内等と歯科健診の
案内を掲載している。

シ -
①事業所向け広報誌「け
んぽだより」：年4回発行
。
②被保険者向け広報誌「
愛・けんぽ」：年2回発行

継続 継続 継続 継続 継続
「けんぽだより」・「愛・けんぽ」を通し
て、法改正や保健事業の案内、健康情報等
を広報する。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

けんぽだより発行回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)広
報誌「けんぽだより」を全事業所宛てに配付。

アウトプットと同様のため。
(アウトカムは設定されていません)

愛・けんぽ発行回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)広報
誌「愛・けんぽ」を事業所を通じて被保険者宛てに配付。（春号、インフルエンザ特集号、歯科健診特集号） -

- - - - - -
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アウトプット指標 アウトカム指標
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1,2,5 既
存

禁煙お助け事
業 全て 男女

20
〜
74

加入者
全員 １ エ,ス

「チャレンジ！禁煙」：
禁煙パッチ、ガムなどの
禁煙補助剤の購入費用の
補助を行い、その後アン
ケートで禁煙に成功した
かどうかの確認を行う。
（希望者には、電話によ
る禁煙サポートを実施）
また、事業所から禁煙に
ついて講話等の依頼があ
った場合には、保健師を
派遣し「禁煙セミナー」
を行う。
「禁煙パック」：通信タ
イプの禁煙プログラムの
費用補助を行う。

ウ,ク 電話による禁煙サポート
を健診機関に委託。

申し込みがあった場合、
「禁煙外来（医療機関）
」、または「ascure卒煙
」、「ascureDr.卒煙」を
実施する。（※ascureDr.
の開講は、禁煙補助薬の
流通状況に依存する。）
事業所から依頼があれば
、「禁煙セミナー」を実
施する。

継続 継続 継続 継続 継続

禁煙をしたい人へ禁煙パッチ、ガムなどの
禁煙補助剤の購入費用の補助や通信タイプ
の禁煙プログラムの費用補助を通して禁煙
サポートを実施する。「禁煙セミナー」を
通じて、事業主と喫煙者に対して受動喫煙
防止に対する意識付けを行う。

該当なし

「チャレンジ！禁煙」の参加者(【実績値】19人　【目標値】令和6年度：25人　令和7年度：30人　令和8年度：35人　令和9年度：40人　令和10年度：45人　令和
11年度：50人)禁煙お助け事業「チャレンジ！禁煙」の参加者数。

喫煙率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：27.0％　令和7年度：26.7％　令和8年度：26.4％　令和9年度：26.1％　令和10年度：25.8％　令和11年度：25.5％)巡回事業所健診の受診者を対象とした喫煙者の割
合。

禁煙セミナー実施事業所(【実績値】2社　【目標値】令和6年度：3社　令和7年度：3社　令和8年度：3社　令和9年度：3社　令和10年度：3社　令和11年度：3社)
「禁煙セミナー」を行った事業所数。 -

- - - - - -

2,5 既
存 健康ウォーク 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ア,ケ,ス

５月は、テーマパークで
実施。入場料の補助と参
加者にプレゼントを進呈
している。
11月は、個人向け健康情
報ポータルサイト「Pep U
p」で1か月間のウォーキ
ングラリーを実施。個人
とチームでの参加を受け
付けており、参加賞とチ
ーム順位賞を進展してい
る。

ア,エ,ク - 毎年5月と11月に実施。 継続 継続 継続 継続 継続
ウォーキングの習慣付けを行い、生活習慣
病の予防や心身のリフレッシュ等健康増進
に役立てる。 該当なし

イベント申込人数（5月）(【実績値】850人　【目標値】令和6年度：900人　令和7年度：920人　令和8年度：940人　令和9年度：960人　令和10年度：980人　令
和11年度：1,000人)-

アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

イベント参加人数（11月）(【実績値】480人　【目標値】令和6年度：500人　令和7年度：520人　令和8年度：540人　令和9年度：560人　令和10年度：580人　
令和11年度：600人)- -

- - - - - -

2,5,6 既
存

新入社員向け
社会保険概要
説明

全て 男女
16
〜
74

被保険
者 １ ス

毎年4月頃、加入事業所の
新入社員に対して社会保
険の仕組みの概要説明と
組合の保健事業、健康講
話を実施。実施方法は、
ウェビナー、動画、当組
合の職員が事業所へ出向
いて実施する形式から選
択制とする。健康保険、
年金、介護、労災保険、
雇用保険について1時間〜
1時間30分かけて説明する
。概要説明には、「社会
保険の知識」という小冊
子を使用する。

ア,ケ
希望日に実施できるよう
保健師を確保するため、
外部機関に委託すること
もあり。

毎年2月に「社会保険の知
識」の配付と「概要説明
と健康講話」の実施希望
の申し込みを受け付ける
。
「概要説明と健康講話」
の希望事業所に4月〜６月
の間で実施する。

継続 継続 継続 継続 継続
新入社員に対する社会保険の仕組みを周知
。また、希望する事業所には保健師による
健康講話を実施することにより、若年層の
健康意識の啓発を図る。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

概要説明実施事業所(【実績値】26社　【目標値】令和6年度：28社　令和7年度：30社　令和8年度：32社　令和9年度：34社　令和10年度：36社　令和11年度：3
8社)新入社員に対し、社会保険全体や健康保険の概要を説明周知させる。

概要説明等実施率(【実績値】6.7％　【目標値】令和6年度：7.0％　令和7年度：7.2％　令和8年度：7.4％　令和9年度：7.6％　令和10年度：7.8％　令和11年度：8.0％)全事業所に対する社会保険等説明会を行っ
た事業所の割合。

健康講話実施事業所(【実績値】37社　【目標値】令和6年度：40社　令和7年度：43社　令和8年度：46社　令和9年度：49社　令和10年度：52社　令和11年度：5
5社)保健師、管理栄養士による健康講話、健康運動指導士による運動実技を実施。 -

- - - - - -

2,6 既
存

愛けんぽファ
ミリー健康相
談

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス

通話料・相談料無料・匿
名可。24時間年中無休で
医師や保健師・看護師等
の専門スタッフが対応。
メールでも対応可。受診
勧奨対象者の相談窓口と
しても活用。

ク ティーペック(株)へ電話相
談を業務委託。

電話相談の利用につなげ
るための、ＰＲ。（チラ
シ・シールの配付、ホー
ムページによる広報）

継続 継続 継続 継続 継続 加入員の健康相談窓口。緊急性のない時間
外受診の抑制。 該当なし

利用者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：750人　令和7年度：800人　令和8年度：850人　令和9年度：900人　令和10年度：950人　令和11年度：1,000人)特
に未就学児の医療費が高い特徴があるため、ターゲットを絞り広報する。受診勧奨対象者にも広報する。

アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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8 新
規

ａｉヘルスア
ップポイント
事業

全て 男女
16
〜
74

加入者
全員 １ ケ,ス

組合の重点課題である家
族の健診受診率の向上と
個人向け健康情報ポータ
ルサイト「Pep Up」の登
録促進を図るため、加入
事業所規模ごとで目標値
を設定し、目標を達成で
きた事業所に「aiヘルスア
ップポイント」を進呈。
（家族健診については、
受診人数に応じてもポイ
ントを付与する）ポイン
トは、事務用品や常備薬
と交換できる。

ア,ク
「aiヘルスアップポイント
」の仕組みは、(株)あまの
創健が運営・管理を行う
。

（ポイント付与時期）
「Pep Up」登録率：9月
末、翌3月末時点
家族の健診受診率：翌年
度6月

継続 継続 継続 継続 継続
家族の健診受診率を向上させることにより
、特定健診実施率の目標値達成を目指す。
また、「Pep Up」の登録を推進する。

該当なし

健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：-％　令和7年度：-％　令和8年度：-％　令和9年度：-％　令和10年度：-％　令和11年度：-％)特定健診受診率を向
上させる。（全体）

アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

「Pep Up」登録率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：-％　令和7年度：-％　令和8年度：-％　令和9年度：-％　令和10年度：-％　令和11年度：-％)ポイントの
付与条件となっている「Pep Up」登録率。 -

- - - - - -

2,5,6 既
存 健康づくりセ

ミナー 全て 男女
16
〜
74

加入者
全員,定
年退職
予定者

１ サ

事業所の希望に応じて、
健康セミナーを実施。（
事業所の健康課題やニー
ズにより内容を決定）
健康、栄養、禁煙、メン
タルヘルスをはじめ、塩
分感受性テストや血糖値
測定などの体験型のセミ
ナーも実施している。
事業所において自由に利
用できるよう、健康づく
り動画を作成、配信する
。

ア,イ,ウ,ク
,ケ,サ

各種セミナーおよび動画
作成は、主に組合の保健
師、管理栄養士、健康運
動指導士が実施する。内
容に応じて、外部機関（
健診機関や自治体の保健
所等）と連携して実施す
る。

事業所の要望に応じて実
施する。 継続 継続 継続 継続 継続

健康セミナーを実施したり、動画を配信し
たりすることで、参加者の生活習慣、運動
習慣など健康意識を啓発し、生活習慣病を
予防する。

被保険者では40、50歳代が多くを
占めている。その世代の主な医療
費は、「内分泌、栄養及び代謝疾
患」、「循環器系の疾患」、「消
化器系の疾患」が上位3位である。
他に「筋骨格系および結合組織の
疾患」、「呼吸器系の疾患」、「
新生物」が続く。3大生活習慣病や
生活習慣病関連の重症化疾患が多
くなっており、循環器疾患やがん
予防のためにも、生活習慣病の予
防は欠かせない。また、将来の透
析予防のためにも、生活習慣病の
重症化予防対策も喫緊の課題であ
る。
被保険者では、今後さらに高年齢
化に向かう。長く働くためにも、5
0歳代以降の「筋骨格系および結合
組織の疾患」の予防は課題である
。

健康セミナーの開催(【実績値】18回　【目標値】令和6年度：20回　令和7年度：22回　令和8年度：24回　令和9年度：26回　令和10年度：28回　令和11年度：3
0回)健康セミナーの開催状況。

事業所が主体的に取り組む必要があり、量より質を重視しているためアウトカムを設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

健康づくり動画の制作数(【実績値】19本　【目標値】令和6年度：21本　令和7年度：23本　令和8年度：25本　令和9年度：27本　令和10年度：29本　令和11年
度：31本)健康づくり動画の制作数。 -

- - - - - -

5 既
存 体力チェック 全て 男女

16
〜
74

被保険
者 ３ キ,ケ,コ,サ

転倒リスクチェックのた
めの体力測定の実施を推
進する。事業所にて実現
できるためのサポートを
行う。質問票（９問）、2
ステップテスト、座位ス
テッピングテスト、ファ
ンクショナルリーチ、閉
眼片足立ち、開眼片足立
ちを基本として、事業所
の要望に応じて、種目選
定やフィードバック内容
を提案する。

ア

将来的に、事業所単独で
体力チェックを実施でき
るような環境を整備して
いくことを目指して、①
巡回事業所健診と同時に
実施、②運動セミナーと
して体力チェック及び運
動実技を実施、③助言支
援の主に３パターンで展
開する。

事業所の要望に応じた形
態で実施する。 継続 継続 継続 継続 継続

労働者の高齢化で転倒による医療費（筋骨
格系や結合組織）の増加を抑制する。また
、自身の体力を把握することで、運動習慣
をつけることを期待する

被保険者では40、50歳代が多くを
占めている。その世代の主な医療
費は、「内分泌、栄養及び代謝疾
患」、「循環器系の疾患」、「消
化器系の疾患」が上位3位である。
他に「筋骨格系および結合組織の
疾患」、「呼吸器系の疾患」、「
新生物」が続く。3大生活習慣病や
生活習慣病関連の重症化疾患が多
くなっており、循環器疾患やがん
予防のためにも、生活習慣病の予
防は欠かせない。また、将来の透
析予防のためにも、生活習慣病の
重症化予防対策も喫緊の課題であ
る。
被保険者では、今後さらに高年齢
化に向かう。長く働くためにも、5
0歳代以降の「筋骨格系および結合
組織の疾患」の予防は課題である
。

実施事業所数(【実績値】5社　【目標値】令和6年度：10社　令和7年度：15社　令和8年度：20社　令和9年度：25社　令和10年度：30社　令和11年度：35社)体
力チェックを実施した事業所。

体力チェックの普及・推進により、実施することを重視するためアウトカムを設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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疾
病
予
防

3 既
存

愛健康サポー
ト事業[Step1]
巡回事業所健
診

全て 男女
16
〜
74

被保険
者 １ サ,ス

全被保険者を対象に、生
活習慣病を対象とした健
診を実施し、現在の身体
状況を把握し、生活習慣
改善に役立てる。血液検
査の種類が充実している
他に、オプション検査項
目として、胃のバリウム
検査、前立腺(PSA)検査が
ある。愛知県内を10以上
の地区に分け、地区ごと
で健診機関と契約を行っ
ている（1地区1健診機関
制）。各地区の健診機関
は健診の時期が来たら、
担当地区の事業所と調整
を行い、健診を実施する
。この健診を受ければ、[
Step2]保健指導、[Step3]
再検査、[Step4]受診勧奨
の仕組みを順番で、事業
所は従業員の健康管理が
できるようになっている
。

ア,ウ,カ

健診受診の利便性を高め
るため、健診機関と契約
し、巡回にて健診を実施
する。（契約外の健診機
関で実施する場合は補助
金払いとする）
毎年、健診受診率に関す
る資料を送付し、全員受
診を促す。

事業所の希望により、契
約健診機関が巡回による
事業所健診を実施する。
（一部は院内で受診）

継続 継続 継続 継続 継続 生活習慣病予防健診の受診率向上と早期発
見。

被保険者では40、50歳代が多くを
占めている。その世代の主な医療
費は、「内分泌、栄養及び代謝疾
患」、「循環器系の疾患」、「消
化器系の疾患」が上位3位である。
他に「筋骨格系および結合組織の
疾患」、「呼吸器系の疾患」、「
新生物」が続く。3大生活習慣病や
生活習慣病関連の重症化疾患が多
くなっており、循環器疾患やがん
予防のためにも、生活習慣病の予
防は欠かせない。また、将来の透
析予防のためにも、生活習慣病の
重症化予防対策も喫緊の課題であ
る。
被保険者では、今後さらに高年齢
化に向かう。長く働くためにも、5
0歳代以降の「筋骨格系および結合
組織の疾患」の予防は課題である
。

巡回事業所健診の実施(【実績値】83.6％　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：80％　令和8年度：80％　令和9年度：80％　令和10年度：80％　令和11年度
：80％)原則、契約健診機関が事業所を巡回して実施。やむを得ず契約外の機関で受診する場合も健診結果の提出を求め、費用補助を行う。

アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

2,4,6 既
存

愛健康サポー
ト事業[Step2]
健康支援

全て 男女
16
〜
74

被保険
者 １ イ,エ,オ,ク

,ケ,コ,サ

巡回事業所健診後に有所
見者に対して、生活習慣
改善のための保健指導を
実施。巡回事業所健診を
実施した同一健診機関が
事業所に保健指導を行う
ように連絡する。対象者
リストに基づき、事業所
は保健指導を実施する。

ア,ウ,カ,ケ

事業主および事業所担当
者に理解協力を得るため
、事業所訪問を実施する
。保健指導は、巡回事業
所健診と同一の健診機関
が実施する。（一部、組
合保健師が保健指導を実
施する場合あり）

事業所の希望により、契
約健診機関が巡回による
保健指導を実施する。

継続 継続 継続 継続 継続
若年者や特定保健指導に該当しない有所見
者に生活習慣改善のための面談指導を実施
することで、生活習慣を改善し生活習慣病
を予防する。

被保険者における特定保健指導の
実施状況について、終了率は年々
上昇しているものの、実施率と終
了率の差が少しずつ開いているこ
とは課題である。特定保健指導対
象者の種別割合については、積極
的支援、動機付け支援の対象者が
わずかに減少傾向である。一方、3
0歳以上40歳未満の被保険者では、
動機付け支援対象者の割合がわず
かに増加傾向であり、特定保健指
導対象者の新規流入者を防ぐため
には早期の対策が必要である。
被扶養者においても、特定保健指
導実施率、終了率ともに年々上昇
傾向である。特定保健指導対象者
の種別割合は、過去3年間ほぼ変化
していない。
被保険者の特定保健指導実施率に
ついて、全体では年々上昇してい
るものの、加入事業所のうち約4割
は、特定保健指導対象者が存在し
ているにもかかわらず未実施の状
況である。加入者の生活習慣病予
防のため、1人でも多くの特定保健
指導対象者に保健指導を利用して
もらう必要がある。

一般健康支援実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：13.5％　令和7年度：13.7％　令和8年度：13.9％　令和9年度：14.1％　令和10年度：14.3％　令和11年
度：14.5％)個別に面談・アドバイスを行い、生活習慣の改善を促す。

有所見者の割合減(【実績値】-　【目標値】令和6年度：61.8％　令和7年度：61.6％　令和8年度：61.4％　令和9年度：61.2％　令和10年度：61.0％　令和11年度：60.8％)特定保健指導の対象とならない非肥満
のリスク保持者や、服薬、若年者への保健指導機会として活用。

- - - - - -

3 既
存

人間ドック、
脳健診及びが
ん健診

全て 男女
30
〜
74

加入者
全員 １ イ,ウ,オ,ケ

,コ

個人向け健診として、加
入員がいつでも受診でき
るようにしている。契約
健診機関は80以上ある。
申込みにより、利用券を
発行し、自己負担分を窓
口で支払うだけで受診で
きる。契約健診機関以外
でも補助金対応している
。補助金額は、７割また
は21,000円まで補助（ど
ちらか低い方）

ア,カ,ケ
受診者の利便性を高める
ため、多くの利用者が見
込まれる健診機関と契約
している。

毎年4月1日から翌年3月15
日までの間で、人間ドッ
クや各種がん健診を希望
する組合員に費用補助を
行う。

継続 継続 継続 継続 継続 生活習慣病予防健診、がん健診の受診率向
上と早期発見。

被保険者では、特定健診受診率は9
5％を超え、年々少しずつ増加して
いる。40歳以下においても健診受
診率は95％を超えている。
被扶養者について、特定健診受診
率は年々増加しているものの、50
％以下と低い。組合全体の特定健
診受診率向上のためにも、被扶養
者の健診受診率向上は課題である
。

人間ドック受診率向上(【実績値】-　【目標値】令和6年度：15.5％　令和7年度：15.5％　令和8年度：15.5％　令和9年度：15.5％　令和10年度：15.5％　令和11
年度：15.5％)受診機会拡大のため、被保険者は事業所健診との併用可。契約健診機関以外でも補助金対応をしている。契約健診機関とは、特定健診のみの受診もで
きるよう契約し、とくに被扶養者の受診率向上に期待する。女性の乳がん・子宮がん健診受診率向上。

アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

乳がん健診受診率向上(【実績値】-　【目標値】令和6年度：7.2％　令和7年度：7.5％　令和8年度：7.8％　令和9年度：8.1％　令和10年度：8.4％　令和11年度：
8.7％)マンモグラフィー受診率。 -

- - - - - -
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3 既
存 共同巡回健診 全て 男女

30
〜
74

加入者
全員 １ ア,カ,ス

東海地方を中心に各地域
に複数の会場を設置し、
健診を行う。29年度から
は、会場数は少ないが全
国に対象地域を広げて実
施。（被保険者は、婦人
科健診のみ受診可）

エ

女性は愛知県を中心とす
る他健保（46組合）との
共同事業のため。会場を
複数設置でき、乳がん・
子宮がん健診をはじめと
したがん健診も受診可能
。男性は、他健保との共
同事業で生活習慣病健診
を実施。

対象者へ案内発送。
未受診者への受診督促。 継続 継続 継続 継続 継続

女性対象者は30歳以上とし、特定健診の対
象となる前から健診の受診を習慣づけ、早
期発見につなげる。（男性対象者は40歳以
上）
対象者自宅あてに案内を送付することで受
診率向上を図る。

被保険者では、特定健診受診率は9
5％を超え、年々少しずつ増加して
いる。40歳以下においても健診受
診率は95％を超えている。
被扶養者について、特定健診受診
率は年々増加しているものの、50
％以下と低い。組合全体の特定健
診受診率向上のためにも、被扶養
者の健診受診率向上は課題である
。
被扶養者の健診受診者について、
利用している健診を調査したこと
ろ、「共同巡回健診」が約7割と大
半を占めていた。また、過去6年間
の健診受診状況について、毎年受
診している人は13.6％、6年間1度
も健保に健診情報がない人は40.2
％であった。それ以外は不定期に
受診していた。

未受診者督促の回数(【実績値】3回　【目標値】令和6年度：3回　令和7年度：3回　令和8年度：3回　令和9年度：3回　令和10年度：3回　令和11年度：3回)督促
を兼ねて、冬季巡回健診の案内、パート先や住民健診等で受診済みの方には結果報告を依頼。 女性被扶養者受診率向上(【実績値】19.4％　【目標値】令和6年度：48.0％　令和7年度：48.3％　令和8年度：48.6％　令和9年度：48.9％　令和10年度：49.2％　令和11年度：49.5％)被扶養者女性受診率。

- - - - - -

2,3,4 既
存 歯科健診 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ウ,ク,ケ

他健保と共同して行う「
集団健診」、個別に歯科
医院を受診する「個別健
診」を実施。事業所で希
望する場合は、契約歯科
健診機関が事業所を訪問
して実施する。

エ,カ
受診機会の拡大、健診費
用を全額補助とすること
で、受診しやすい環境を
整備。

共同事業で行う「集団健
診」の実施案内を、歯科
に関する情報提供と併せ
、全被保険者に配付。

継続 継続 継続 継続 継続
歯科に関する情報提供を健診案内と同時に
実施し、意識・知識の向上と健診受診を促
す。歯科関連医療費の抑制を図る。

被扶養者では男女ともに19歳以下
が多数、成人では女性の40、50歳
代が多くを占めている。
0〜15歳の医療費について、「呼吸
器系の疾患」、「消化器系の疾患
」が多くを占め、主な内容は風邪
関連疾患、う蝕や歯肉炎等の歯科
疾患である。風邪関連疾患の対策
と予防歯科が必要である。
一方、40、50歳代の医療費につい
ては被保険者と同様に、「内分泌
、栄養及び代謝疾患」、「循環器
系の疾患」、「消化器系の疾患」
に次いで、「筋骨格系および結合
組織の疾患」がみられる。主な疾
患として、3大生活習慣病や生活習
慣病関連の重症化疾患に加え、悪
性腫瘍もみられる。また、30歳代
以降、女性特有疾患も増加傾向で
ある。

事業所での集団健診件数(【実績値】19社　【目標値】令和6年度：21社　令和7年度：23社　令和8年度：25社　令和9年度：27社　令和10年度：29社　令和11年
度：31社)-

歯科健診の受診者増を目的する。歯科健診結果のデータ整備を進める。
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

2 既
存

疾病予防薬の
無償配付 全て 男女

16
〜
74

被保険
者 １ ス

かぜやインフルエンザが
流行する前の10月に家庭
用常備薬を価格に応じた
点数制で無償配付。かぜ
やインフルエンザ対策用
品の品揃えを多くし他の
医薬品に比べ点数を低く
抑え選びやすくしている
。

シ
事業所を通して申込書の
配付と取りまとめを行う
。

①配付する医薬品等内容
の見直し。
②アンケートを実施し、
ニーズを掴む。
③申込書配付時と、申し
込み商品配付時にも各種
情報提供を行う。

継続 継続 継続 継続 継続

かぜやインフルエンザの流行前に予防に関
する情報提供も併せて実施。セルフメディ
ケーション・ヘルスリテラシーの向上を目
指す。配付した医薬品を使用することで医
療機関を受診せず軽症の内に手当てするこ
との大切さも啓発。医薬品を希望しない方
にも対応できるよう体温計や歩数計などの
健康管理用品も含めている。

該当なし

ヘルスリテラシーの向上のための情報提供(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　
令和11年度：1回)申込書配付時に各種情報提供を併せて実施。

セルフメディケーションの向上(【実績値】50.6％　【目標値】令和6年度：51％　令和7年度：52％　令和8年度：53％　令和9年度：54％　令和10年度：55％　令和11年度：56％)セルフメディケーションの向上
(配付した常備薬を利用したことで医療機関へ行かなかった割合)をアンケートで調査。

- - - - - -
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1,2,3 既
存

インフルエン
ザ予防接種 全て 男女

0
〜
64

加入者
全員 １ サ

被保険者には契約健診機
関が事業所を巡回して接
種し、職場離脱時間の抑
制と集団感染予防を図る
。また、家族からの感染
予防、特に未就学児の呼
吸器系疾患医療費が高い
ため、家族に対しても補
助を実施。

ア,ク

健診機関との契約。家族
に対しては、健保連愛知
連合会と愛知県医師会と
の共同事業を利用し、対
象者に接種補助券を配付
する。

被保険者には健診機関が
事業所を巡回して接種。
家族には、健保連愛知連
合会と愛知県医師会との
共同事業を利用し、接種
補助券の配付。

継続 継続 継続 継続 継続
指定機関で実施できない場合は、償還払い
を行い接種率の向上を図る。本人の意識・
行動変容につながるよう広報も行う。

被扶養者では男女ともに19歳以下
が多数、成人では女性の40、50歳
代が多くを占めている。
0〜15歳の医療費について、「呼吸
器系の疾患」、「消化器系の疾患
」が多くを占め、主な内容は風邪
関連疾患、う蝕や歯肉炎等の歯科
疾患である。風邪関連疾患の対策
と予防歯科が必要である。
一方、40、50歳代の医療費につい
ては被保険者と同様に、「内分泌
、栄養及び代謝疾患」、「循環器
系の疾患」、「消化器系の疾患」
に次いで、「筋骨格系および結合
組織の疾患」がみられる。主な疾
患として、3大生活習慣病や生活習
慣病関連の重症化疾患に加え、悪
性腫瘍もみられる。また、30歳代
以降、女性特有疾患も増加傾向で
ある。

接種率の向上(【実績値】-　【目標値】令和6年度：46％　令和7年度：47％　令和8年度：48％　令和9年度：49％　令和10年度：50％　令和11年度：51％)- ワクチンの流通量やインフルエンザの流行時期等により条件が一定ではなく、また、直接医療費の抑制や罹患率の減少に結び付かないため。
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

予
算
措
置
な
し

3,8

既
存(

法
定)

特定健診デー
タの保険者間
の連携

全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 １ シ

退職するとき、本人もし
くは他の保険者から求め
られた場合、過去の健診
データを提供する。
新規の加入者もしくは他
の保険者から提供された
加入前の健診データを継
続して管理する。

エ - 該当した場合、実施する
。 継続 継続 継続 継続 継続 高齢者の医療の確保に関する法律にある保

険者間の特定健診等データの移動の運用。 該当なし

データの移動件数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1件　令和7年度：1件　令和8年度：1件　令和9年度：1件　令和10年度：1件　令和11年度：1件)保険者間
の特定健診等データの移動を該当者がいた場合、実施する。

数値目標を設定できないため。
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他
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